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1-2 広告とマーケティング

さまざまなデバイスによるデジタル視聴
状況の動向

中村 義哉 ●ニールセン デジタル株式会社 エグゼクティブアナリスト
高木 史朗 ●ニールセン デジタル株式会社 シニアアナリスト

スマートフォン市場の成熟化や新しいデバイスの登場などにより、消費
者のデジタル視聴行動は、さらに多様化・分散化している。企業は、そ
うした状況を的確に把握することが求められている。

■約7000万人がスマートフォンを利用
　2018年10月のスマートフォンからのインター
ネット利用者数は6944万人となり、調査対象で
ある18歳以上の65％が利用している状況となっ
た。前年同月からの増加率は6％で、増加をけん
引したのは50代以上であった。近年、若年～壮
年層へのスマートフォンの普及が一段落し、高
齢層への普及段階に入ったことで、その増加率は
2018年に入り初めて1桁台となり、普及スピード
が鈍化している。一方、パソコンからのインター
ネット利用者数は3872万人（2018年10月、2歳
以上の男女が対象）となり、2018年は4000万人
前後の横ばいで推移している。

■上位3サービスは人口の半分にリーチ
　次に、パソコンとスマートフォンからの重複利
用を除いた「トータルデジタル」でのリーチ（利
用率）を人口ベースで見ると、2018年9月時点で
は、「Yahoo! Japan」が54％（6756万人）で1位
となり、次いで、「Google」が同じく54％（6714
万人）、3位は「YouTube」の50％（6284万人）
で、上位3サービスは国内人口の半分が利用する
規模となっている。また、4位には「LINE」が、

SNSでは「Facebook」、「Twitter」、「Instagram」
が、Eコマースでも「Rakuten」と「Amazon」が
それぞれTOP10にランクインするなど、ニュー
スなどで話題になる企業やサービスが安定して利
用されていることがわかる（資料1-2-4）。
　トータルデジタルにおける、上位3サービスそ
れぞれのパソコンとスマートフォンからの利用状
況を見ると、どのサービスもスマートフォンから
の利用がメインとなっている。しかし、パソコン
のみの利用者が10％前後、パソコンとスマート
フォンの併用者が25％前後存在しており、パソ
コンの利用状況も引き続き注意を払っていく必要
がある（資料1-2-5）。
　これ以降は、代表的なサービスの利用状況につ
いて見ていくことにする。

■SNSの利用者は引き続き増加中
　SNSアプリの利用状況を見てみると、各アプ
リともにスマートフォンの浸透に合わせて利用者
数を伸ばし、2018年10月で「Twitter」は3039
万人（前年同月比14％増）、「Facebook」は2364
万人（同4％増）、「Instagram」は2073万人（同
15％増）となった。しかし、その成長率はスマー
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資料1-2-4　トータルデジタルでのリーチ＆利用者数　TOP10、2018年9月

出典：Nielsen Digital Content Ratings、2018年9月、Monthly Totalデータ

資料1-2-5　トータルデジタル　上位3サービス　デバイス利用状況、2018年9月

出典：Nielsen Digital Content Ratings、2018年9月、Monthly Totalデータ

トフォン全体の傾向と同様に年々鈍化している。
年代別では、「Twitter」は34歳以下の男女の利
用者（女性：694万人、男性：615万人）が最も
多く、「Instagram」では34歳以下の女性の利用
者数が591万人と最も多くなっていた。この2つ
のサービスは、引き続き、若年層が利用をけん

引していることがわかる。また、「Instagram」で
は男性50代以上の利用者数が、同35～49歳の利
用者数より多い状況は注目すべき点だ。一方で
「Facebook」は突出して利用者数が多い性年代は
見られず、男性では年代が高くなるにつれて利用
者数も多くなっていた（資料1-2-6）。
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資料1-2-6　SNSアプリ　年代別利用者数、2018年10月

出典：スマートフォン：Nielsen Mobile NetView「アプリからの利用」、2018年10月

■東京とそれ以外では利用状況に差が見
られる
　次に、各SNSの利用状況を東京とそれ以外の地
域の２つに大別して比較すると、「Twitter」は全
年代で4ポイント、18～34歳では6ポイント、東
京がほかの地域よりもリーチが高くなっていた。
また、18～34歳の若年層では、「Instagram」で
東京のほうが7ポイント、「Facebook」でも同じ
く5ポイント高くなっていた（資料1-2-7）。

■「YouTube」は人口の5割にリーチ
　冒頭のトータルデジタルの数値でも見たが、
「YouTube」は日本人の50％が利用していた。さ
らに、動画に関するアンケート調査結果による
と、週に1回以上利用している人に絞っても、15
～69歳のインターネット利用者のうち48％が
「YouTube」を利用しており、広く生活者の生活
に浸透していることがわかる（資料 1-2-8）。
　その他の無料動画サービスの利用状況として、
特にテレビコンテンツを視聴できるサービスに注

目すると、「AbemaTV」が10％、「GYAO！」と
「TVer」が9％となっており、1位の「YouTube」
と大きく差がつく結果となった。しかし、同じ調
査内で、2018年2月に開催された平昌オリンピッ
ク関連の動画をインターネット上で視聴した人は
31％となっており、インターネット上でのテレ
ビコンテンツ視聴は拡大の余地があるといえる。

■有料インターネット動画視聴は大幅増
加
　一方、有料のインターネット動画サービスの利
用状況を見ると、2017年3月からの1年間で8ポ
イント増加し、インターネット利用者のうち22％
が利用する規模まで成長していた。特に若年層の
利用率が大きく増加し、34歳以下では30％の人
が有料インターネット動画を利用していた。個別
のサービスでは、特に「Amazon Prime Video」
が利用者数を増やし、利用率で5ポイント増加し
13％となり、有料インターネット動画市場を牽引
している様子がうかがえた。2位以下のサービス
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資料1-2-7　SNSアプリ　地域別リーチ、2018年10月

出典：スマートフォン：Nielsen Mobile NetView「アプリからの利用」、2018年10月

資料1-2-8　「無料インターネット動画サービス」利用率、2018年3月

出典：Nielsen Video Contents & Ads Report、2018年3月

は利用率が2～4％で昨年から大きな変化はなく、
1位の「Amazon Prime Video」との差が拡大す
る結果となった（資料 1-2-9）。

■動画視聴はスマートフォンがメイン
　これらの「無料動画」と「有料動画」を視聴する
デバイスについて見ると、どちらの動画サービス
でもスマートフォンから視聴するという人が最も
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資料1-2-9　「有料インターネット動画サービス」利用率

出典：Nielsen Video Contents & Ads Report、2018年3月

多く、それぞれ65％、48％となっていた。昨年
からの変化としては、有料無料ともスマートフォ
ンとテレビに接続したデバイスからの視聴が増加
している一方で、パソコンとタブレットからの視
聴が減少していた。特に「有料動画」では、昨年
までパソコンがメインの視聴デバイスだったが、
スマートフォンが1位、テレビに接続したデバイ
スが2位と順位が入れ替わった（資料 1-2-10）。

■新しいデバイスの普及
　最後に、2017年より注目されている新しいデバ
イスである人工知能（AI）を搭載したスピーカー
（スマートスピーカー）の利用状況を見ると、イ
ンターネット利用者全体のうち利用率は10％と
なっていた。日本よりも約2年早く販売が開始さ
れたアメリカでは、2018年の4～6月期のスマー
トスピーカーの世帯所有率は24％となっており、
日本においても順調に浸透すれば1～2年で倍増
する可能性もある。具体的なサービスとしては、
日本では「Google Home」の認知（56％）、利用

率（7％）が最も高くなっていた。ただし、利用率
はどの製品も10％未満で、あまり差はない。今
後、大きく変動する可能性もあるため、動向を注
視していく必要がある（資料 1-2-11）。

■消費者の行動はトータルデジタルで把
握する時代に
　前年同様スマートフォンの成長は鈍化してきて
おり、新しいサービスが急に利用者数上位に登場
するような状況は見られなかった。今後そのよう
な機会は少なくなっていくと考えられる。
　そうしたなか、個別のサービスの利用状況に
注目すると、「性年代」や「エリア」、「デバイス」
といった視点では変化が起きている。たとえば、
SNSでは東京とそれ以外の地域とで、各サービス
の利用状況に差が見られた。動画でも、視聴する
デバイスがスマートフォンやテレビに接続したデ
バイスへと変化している。新しいデバイスとして
スマートスピーカーも台頭してきている。パソコ
ンも継続して利用している一定数のユーザーが存
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資料1-2-10　「各動画サービス」を視聴するデバイス

出典：Nielsen Digital Consumer Database、2018年9月

資料1-2-11　「スマートスピーカー（AI搭載型スピーカー）」の認知率と利用率、2018年9月

出典：Nielsen Digital Consumer Database、 2018年9月

在していた。今後、消費者の動向を追っていく上
で、性年代などのデモグラフィック情報だけでは
重要な変化を見落とす可能性があるだろう。さま
ざまなデバイスを包括したトータルデジタルで

の利用状況を把握したり、エリアごとのサービス
の利用状況を把握したりしていくことも重要で
ある。
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